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経営のグローバリゼーションへの

もう一つの選択肢

－医薬品企業の事例から－

藤 野 哲 也

Abstract

The purpose of this paper is, in the evolution of the Globalization, to

examine the tendency of the recent Direct Inward Investment to Japan

and to search for the adoptable choice to adapt to the globalization of

management, especially in the medical and pharmaceutical industry.

Direct Inward Investment to Japan has increased in 1990s and 2000s,

both in the absolute figure and as the ratio to Direct Outward Invest-

ment of Japan. In the medical and pharmaceutical industry, two

Japanese companies have joined into the global network of European

and American companies as Foreign Affiliate in Japan.

This kind of behavior, as Strategic Alliance to take part in the busi-

ness network of the multinational companies, might become another

choice to the globalization of management of Japanese companies, espe-

cially to the medium-size companies.

Keywords: Globalization, Direct Inward Investment, Foreign Affiliate

in Japan, Strategic Alliance

はじめに

日本企業における経営のグローバリゼーション，グローバル化について考

えるとき，まず指摘されてきたのは日本企業における経営のグローバリゼー
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ションに伴って日本の対外直接投資が拡大してきたことであった。『2009年

版ジェトロ貿易投資白書』によれば，ドル換算した日本の対外直接投資（国

際収支ベース，ネット，フロー）は2008年には1,308億ドルを記録し，2007

年の735億ドルに続き，３年連続で過去最高値（1990年＝480億ドル）を上回

っている1)。

他方，ドル換算した日本の対内直接投資（国際収支ベース，ネット，フロー）

も2006年のボーダフォン日本法人のソフトバンクへの売却（175億ドル）等

による68億ドルの資本流出から転じて，2007年に222億ドル，2008年には246

億ドルを記録し，２年連続して過去最高値（1999年＝123億ドル）を更新し

ている2)。

図表１ 対外直接投資／対内直接投資倍率

（国際収支ベース，ネット，フロー，単位：億ドル）

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

Ａ．対外直接投資 316 383 323 288 310 455 502 735 1,308

Ｂ．対内直接投資 83 62 92 63 78 32 -68 222 246

倍率（Ａ／Ｂ） 3.8 6.2 3.5 4.6 4.0 14.2 － 3.3 5.3

（出所） 『ジェトロ貿易投資白書』各年などより筆者作成。

ここで，対内直接投資のレベルについて対外直接投資との倍率＝対外直接

投資／対内直接投資倍率をみてみると，フローベースでは，「図表１ 対外

直接投資／対内直接投資倍率」に示すように推移しており，2000年から2008

年の平均は5.7倍となる。これは1990年代の平均値＝9.7倍に比較して大きく

減少しており，また，対内直接投資額そのものも1990年代の50億ドル／年か

ら2000年代の90億ドル／年に80％増加していることからも，対日直接投資の

著しい伸びが確認できよう3)。一方，ストックベースでは，2008年末には対

外直接投資残高は6,389億ドルを記録し，対内直接投資残高の2,044億ドルに
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対する対外直接投資残高／対内直接投資残高倍率は3.3倍となって1999年末

の5.4倍から減少しており，日本の対内直接投資が着実に増加していること

を示していると考えられる4)。

対外直接投資残高／対内直接投資残高倍率の3.3倍という数値は1990年代

半ばの10倍超という水準から大きく減少するものであるとともに，欧米各国

の数値に近づくものであり，従来，「欧米諸国に比較して少ない」と指摘さ

れてきた日本の対内直接投資が1990年代末頃から大きな変革期に入っている

ことを示唆するものと考えられる5)。

本稿では，日本の対内直接投資を阻害してきたと考えられる要因に生じて

いる変化について考察するとともに，その中で経営のグローバリゼーション

を図る事例として医薬品企業のケースを取り上げ，２社の具体的な事例につ

いて検証・分析することを通して，日本企業にとっての経営のグローバリ

ゼーションの選択肢，意味について考察してみたい6)。

［注］

１）ジェトロ『2009年版ジェトロ貿易投資白書 資料編』，ｐ.19ほか。

２）同上，ｐ.22，『2008年版ジェトロ貿易投資白書 資料編』，ｐ.21ほか。

３）1990年代の対外直接投資／対内直接投資倍率については，藤野[2000]，ｐ.139などを

参照。なお，藤野[2000]は国際収支ベース・データではなく，報告・届け出ベース・

データを使用しているが，10年単位での傾向を見る際には2つの統計データの差（契約

ベースと支払いベース）は平準化されているものと考えられる。

４）ジェトロ『2009年版ジェトロ貿易投資白書』，『2001年版ジェトロ投資白書 世界と日

本の海外直接投資』などを参照。

５）例えば，『平成9年版 経済白書』など。

６）医薬品を含む「化学」への対内直接投資残高は，製造業では機械に次ぐ第2位である。
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Ⅰ．外資系企業と日本市場

（１）外資系企業のプレゼンス

外資系企業による対日投資の結果として日本で事業を行なっている在日外

資系企業は日本経済，日本市場の中で，日本企業に比してどのようなプレゼ

ンスを有しているのであろうか｡

まず，経済産業省の「外資系企業動向調査」によって在日外資系企業のプ

ロフィ－ルについてみてみよう。経済産業省の調査で言う外資系企業とは，

「外国からの出資比率が３分の１を超える企業」である｡このため財務省の

海外直接投資統計で言う対内直接投資，「出資比率＝10％以上」に比べると

若干捕捉範囲が限定され，また，経済産業省の管轄企業を対象としているた

めに金融・保険，建設ほかの業種が含まれていないが，在日外資系企業の概

要を知る上では最も適した統計データであると考えられる｡

経済産業省「第41回外資系企業動向調査｣（2008）によれば，在日外資系

企業の全産業の平均像は従業員225人，自己資本46億円で，97億円の総資産

を有し，133億の売上高（数値はいずれも2006年度）とかなり小振りである｡

製造業に限ると，そのプロフィールは従業員357人，自己資本118億円で，

263億円の総資産，309億の売上高となっている。

日本 IBMや昭和シェル，富士ゼロックス，ネスレ日本などの欧米多国籍

企業の日本法人はこの平均像のように小さなものではなく，それぞれ電気機

械，石油，精密機械，食料品の各業種別にみた在日外資系企業のトップ企業

であって，しかも２位以下の企業とはかなりの差がある。即ち，在日外資系

企業は「少数の超優良多国籍巨大企業とその他多数という構造｣1）になって

いるのである｡

このため，各業種のトップ企業は各々有力企業であっても，全体としての

在日外資系企業の日本経済に占めるプレゼンスは決して大きなものではな

い。経済産業省調査において，在日外資系企業が日本の全法人企業に占める
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割合は，売上高でみて製造業が4.6％，全産業が2.3％に止まっている2)｡

図表Ⅰ－１ 在日外資系企業のプレゼンス（主要業種）

（注） 売上高の全法人企業に占める割合＝外資系企業売上高／全法人企業売上高

（出所） 経済産業省『第41回外資系企業の動向』2008年，ｐ.21より。

図表Ⅰ－1「外資系企業のプレゼンス」は主要業種の売上高について，在

日外資系企業が占める割合を業種別に示したものであるが，「石油」および

「輸送機械」が10％強を占め，「化学・医薬品」「情報通信機械」が10％弱を

占めて一定のプレゼンスを有している以外は，全ての業種で5％未満となっ

ており，総じて在日外資系企業のプレゼンスは低い水準にあると言えよ

う3)｡

（２）日本市場定着が困難な理由

従来，対内直接投資が少なく，その結果として外資系企業のプレゼンスも

低いとすれば，日本の経営環境に外資系企業にとって何か対内直接投資の障

害となる要因があるのかについて検討する必要がある。この点については，

ジェトロの「第13回対日直接投資に関する外資系企業の意識調査」（2008年）

で，次の4つの問題点が大きく指摘されている。

① 人材確保の難しさ（66.2％）

② ビジネスコスト（60.2％）

③ 製品要求水準の高さ（59.6％）

④ 閉鎖性，特殊性（50.6％）
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これに対して，「規制・許認可」や「行政手続」などは各々21.2％，20.9

％と大きな問題とはなっていない4)。従来，外資規制が対内直接投資の阻害

要因として指摘されることが多かったが，1960年代以来の数次の資本自由化

措置によって株式取得規制が緩和され，外国為替管理法も許可制から事後報

告制に移行したこと，その他の業法・許認可制度についても金融自由化や規

制緩和が推進されていることなどから，方向性としても実効的にも外資系企

業の参入障害としては後退してきているものと考えられる。

ところで，Dunning［1996］によれば，米国企業の対日事業についてのア

プローチは，「日本子会社を通した売上」が43.8％であるのに対して「輸出

売上」が37.7％，「ライセンス供与先を通した売上」が18.4％に上り（1989

年），日本に子会社を設立（対内直接投資）して行なう日本市場へのアクセ

スは全体の４割強に過ぎない5)。

これに対して米国企業の英国事業については，「子会社を通した売上」が

83.9％に達しており，「輸出売上」は13.9％に止まり，「ライセンス供与を通

した売上」は2.1％に過ぎない。ドイツ事業においても「子会社を通した売

上」が78.6％であるのに対して，「輸出売上」は18.4％，「ライセンス供与を

通した売上」は3.0％に止まる。米国企業の英国およびドイツへのアプロー

チは，「圧倒的に多い子会社売上と若干の輸出」という特徴を示しており，

ライセンス方式は極めて少ない6)。

米国企業の英国事業やドイツ事業の場合は輸出やライセンス供与よりも直

接投資（子会社設立）が選択されているが，日本事業に対しては輸出やライ

センシングがより多く用いられている理由については，Dunning［1996］に

よれば，所有における優位性（Ownership Advantages）の差ではなく，立

地における優位性（Location Advantages）や内部化による優位性（Inter-

nalization Advantages）における差とされる。即ち，米国企業にとっては，

英国やドイツの方が市場，投入価格などの立地条件や技術移転や資金移動な

どの内部化において日本よりも魅力度が高いという理解である7)。味覚や習
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慣などから市場に制約がある分野もあろうし，日本の高コスト構造の問題も

ある。また，系列取引，株式持合いの問題から生じる＜外－内＞型Ｍ＆Ａの

困難さも存在した。

この米国企業の対日事業についてのアプローチにみられる特徴は，上述の

ジェトロ調査で挙げられた対内直接投資の障害となる４つの要因の方向性と

合致するものであると考えられる。

しかし，それでは在日外資系企業が収益性で苦しい立場に置かれているか

図表Ⅰ－2 日本企業と外資系企業の売上高経常利益率

（出所） 経済産業省『第41回外資系企業の動向』2008年，ｐ.30より。
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と言えば，実はそうではない。経済産業省の「第41回外資系企業動向調査」

（2008）によって，在日外資系企業と日本企業の売上高経常利益率をみると，

「図表Ⅰ－2 日本企業と外資系企業の売上高経常利益率」に示されるよう

に，在日外資系企業の売上高経常利益率は，日本企業を上回っている8)。

即ち1997年度から2006年度の10年間，在日外資系企業の売上高経常利益率

の方が日本企業より恒常的に２％以上高い（全産業）。日本市場やその取引

慣行が外資系企業にとって参入コストの高いものであるにも拘らず，その市

場におけるパフォーマンスは日本企業よりも外資系企業の方が高いというの

は興味深い事実であろう。

［注］

１）岩崎・根津［1994］，p.4。

２）経済産業省『第41回外資系企業の動向』2008年，ｐ.20。

３）『平成９年版 経済白書』によれば，米国における外資系企業のプレゼンスは，売上高

で約18％（製造業）と日本に比べて高い水準にある。

４）ジェトロ「第13回対日直接投資に関する外資系企業の意識調査」2008年，ｐ.7。

５）Dunning［1996］，p.23，Table 2.3を参照されたい。

６）同上。

７）Dunning［1996］，p.23参照。

８）経済産業省『第41回外資系企業の動向』2008年，ｐ.30。

Ⅱ．在日外資系企業における変化

（１）在日外資系企業の類型

日本市場に生じている変化としては，バブル崩壊に伴う地価・賃貸料の下

落や「価格破壊」に代表されるような消費者の低価格志向が考えられる。高

コスト構造改革の動きや過剰品質を否定する方向への消費者の意識変化は，

外資系企業に日本市場の再評価をさせる契機になっていると考えられる。高

コスト構造の解消，規制緩和などの施策は日本経済の活性化に必要であると
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して行われたのであって，殊更に外資系企業を誘致するためのものではない。

「はじめに」でみたように，日本の対内直接投資は2000年代に入って急速に

拡大したが，日本経済，日本企業の経営システムのグローバリゼーションが

欧米企業の関心，投資意欲を喚起したと言えるのではないか。以下，1990年

代以降の代表的な外資系企業の日本進出事例をみながら，その類型について

整理してみよう。

1990年代以降に新規に日本市場に進出した外資系企業の成功事例のひとつ

は「日本トイザらス」であろう。米国の玩具・子供用品専門量販店であるト

イザラスは1991年に日本第１号店を開店，日本の玩具市場に大きな変化をも

たらした。従来，メーカー希望小売価格ベースでの販売が圧倒的であった日

本の玩具業界において，メーカーからの大量の直接仕入れによる大幅なディ

スカウントを実現し，消費者の支持を得て完全に日本市場に適応，定着して

いる。91店舗を展開し，市場シェア10％を超える業界トップの座を占めて，

2000年４月には店頭市場に株式を上場している1)。

トイザラス成功のキー・ファクターは，日本的商慣習の典型と言われた複

雑な流通段階を削減することによって低価格を実現したことであろう。バブ

ル崩壊後，日本の消費者は低価格志向を強めており，そのニーズを的確に捉

えた「価格破壊・低価格志向型」は他の業界においても通用するであろう。

文具・事務用品専門量販店や複合型映画館（シネマ・コンプレックス）事業

などがこれに続くものと考えられる。

1990年代後半に増加した外国企業による対日進出の第２の類型は，従来，

規制，業界慣行その他のために少なかった，あるいは難しかった事業分野へ

の進出であろう。その典型は金融・保険業，電気通信分野である。証券業で

は四大証券の一角を占める日興證券にシティ・トラベラーズ・グループが出

資し，銀行業では破綻処理の結果とは言え，長期信用銀行が米国投資グルー

プのリップルウッドの傘下に入った。ノンバンクでは日本リースがＧＥキャ

ピタルに買収され，また，生保業界でも東邦生命が同じＧＥキャピタルに買
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収されたほか，日本団体生命保険に仏アクサが持株会社方式で資本投入して

いる2)。

1998年には第一種電気通信事業者に対する外資規制が撤廃され，外国企業

の参入が活発化した。代表的事例としては，ＡＴＴおよびブリティッシュ・

テレコムによる日本テレコムへの経営参加，英国ケーブル・アンド・ワイヤ

レスによる国際デジタル通信（ＩＤＯ）買収などがある。因みに，このケー

ブル・アンド・ワイヤレスによるＩＤＯ買収は日本では珍しく株式公開買付

け（ＴＯＢ）方式により実施されたものである。

このような対日投資は金融自由化や規制緩和を新しい市場機会の出現と捉

え，チャンスに積極的に対応しようとする「規制緩和・新市場対応型」と言

えるであろう。このタイプは一件当たり投資額も巨額になるケースが多い。

1990年代以降に行われた対内直接投資の第３の類型は，1996年のマツダに

対するフォードの増資，1999年の日産に対するルノーの出資に代表されるよ

うな，経営難に陥った日本企業の対する救済のための経営参加である。マツ

ダに対するフォードの増資および日産に対するルノーの出資，いずれの場合

も商法（現会社法）の特別決議を阻止できるレベル（33.3％超）の資本参加

を行なって経営権を取得しているのが特徴的である。経営権を取得した結果，

フォード，ルノーともに経営者を派遣し，マツダに派遣されたヘンリー・ウ

ォーレスは日本の上場企業初の外国人社長となった3)。

ここで興味深いのは，両社の採った経営再建策である。マツダ，日産とも

に技術で世界に知られた存在であったが，日本企業の典型として思い切った

生産能力の削減や系列取引に基づく部品調達の見直しが実施できずにいた。

両社の再建策としてフォード，ルノーが打ち出したのは，ともに思い切った

生産能力の削減とグローバル事業戦略への組み込み，部品の世界最適調達に

よるコストダウン，顧客志向のデザイン革新であったという点で共通してい

る。自動車産業は世界的にみて生産能力過剰であるが，両社の日本企業への

資本参加は世界的な「規模の利益」を求めてのものであると考えられよう。
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マツダや日産のケースは，日本企業の経営再建・事業のリストラクチャリ

ングに際して，単に経営の再建を請け負う，あるいは支援するのではなく，

外国企業が自社のグローバル戦略の中に組み込む形で救済するというところ

に特徴がある。その意味で，このタイプは「リストラ支援・グローバル戦略

型」と呼ぶことができよう。なお，上述の日本リースや東邦生命の事例はこ

の類型と考えることもできる。

このように，1990年代以降に急速に拡大している外国企業の対日投資は

「価格破壊・低価格志向型」，「規制緩和・新市場対応型」，「リストラ支援・

グローバル戦略型」という３つの類型で捉えることができよう。

（２）在日外資系企業にみられる変化

1990年代に入ってグローバリゼーションが急速に進展する中，日本国内で

も規制緩和が進むなど，日本企業の置かれた経営環境も決して不変，不動の

ものではあり得ないが，実は在日外資系企業にも1990年代以降に変化が生じ

た。

日本市場に子会社を設立する形で参入した外資系企業は上述のような競争

環境，企業間取引への対応を迫られるだけではなく，人材の採用に際しても

日本の雇用慣行への対応を求められることになる。新卒の一斉採用に始まり，

年功序列制，定年制（終身雇用制）などの特徴を持つ日本型雇用慣行の問題

である。

外資系企業は実力主義，成果主義賃金など日本企業と異なる人事制度を導

入しているという，広く一般に信じられている理解とは異なり，在日外資系

企業は多くの場合，日本でのオペレーションが長く，規模も大きいケースで

は特に，所謂日本型の雇用慣行に基づいた人事制度を採用しているケースが

多い。労働市場の流動性が低く，優秀な人材が新卒の形で企業内に取り込ま

れ，企業内で能力を磨いていく仕組みが支配的に成立している経営環境下で

は，欧米企業が優位性を有している優秀な人材の登用システムを導入しよう
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としてもなかなか思うようにはいかない。孤軍奮闘して欧米型の人事制度を

貫くことは不可能ではないが，むしろ，こうした環境に適応し，日本型雇用

慣行を受け入れた方が優秀な人材も採用し易いし，適応コストも低いという

ことであろう。

ところが，1990年代以降，こうした在日外資系企業に変化が起こっている。

従来，日本型雇用慣行を採用していた在日外資系企業で，欧米親会社と同一

の人事システムを導入する事例が続出しているのである。例えば，日本

NCRは1920年に設立された在日外資系企業の老舗のひとつであり，従来は

年功給・職能給，年功昇進，人事部方式などの日本企業と同様の人事制度を

採用してきたが，1990年代に入って職務給・仕事給，ブロード・バンディン

グ（職務の大括り化），Management by Objectives（MBO＝目標管理制度）

などに基づく欧米型の人事制度に改変している。この改変は米国親会社の主

導で実施されており，この結果，日本 NCRの人事制度も親会社のグローバ

ル人事システムと基本的に同一のものとなった4)。

日本企業においても1990年代に入って年俸制の導入が図られるなど，所謂

「成果主義賃金制度」を取り入れる事例が相次いだが，目標管理制度との連

動性に問題を生じるなどの弊害を生じるケースが多く，「成果主義賃金制度」

の見直しが進められていることからみて，日本の労働市場において支配的な

雇用慣行が変化したことが在日外資系企業に新しい対応を迫ったとは考えら

れない5)。

外資系企業がここへ来て日本市場や日本型経営システムに対する従来のス

タンスを変えつつあるのはどうしてなのであろうか。何か日本市場に変化が

生じたからなのであろうか。

日本市場に生じた変化の第一は，バブル崩壊に伴う地価・賃貸料の下落や

「価格破壊」に代表されるような消費者の低価格志向であろう。高コスト構

造改革の動きや過剰品質を否定する方向への消費者の意識変化は，外国企業

に日本市場の再評価をさせる契機になると考えられる。
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金融自由化に代表される規制緩和の動きも日本市場に生じた大きな変化で

あろう。業法や許認可行政，行政指導に現われた所謂「官主導の経済運営」

にも変化の兆しがみられる。ヤマト運輸に代表されるような，規制に挑戦し

打ち破っていくタイプの企業の躍進も印象的である。1960年代以来40年が経

過して外資参入規制もほぼ解消されてきたと言える。

日本企業に特徴的であったシェア至上主義・低収益許容の企業行動にも変

化がみられる。ROE，ROAなど資産利益率を経営目標に掲げる企業も増え

ているし，生き残りのためには他社がどうするかを気にするよりも自社の強

みを見極め，独自の経営戦略を立てて収益を上げることを考えざるを得ない

という面もある。株式持合いや系列取引が簡単に消失するとは思えないが，

少なくとも外資系企業の参入意欲を殺ぐような企業環境，競合状況は変化し

てきていると考えられる。

高コスト構造の解消，規制緩和などの施策は日本経済や市場経済の活性化

に必要であるとして行われているのであって，殊更に外資系企業を誘致する

ためのものではない。シェア至上主義・低収益許容の企業行動からの脱皮に

ついても，経営のグローバリゼーションが進展した結果として求められるよ

うになってきたものである。その意味では，日本経済・日本の企業システム

のグローバリゼーションが海外グローバル企業の関心，投資意欲を喚起しつ

つあると言えるのではないかと考える。

［注］

１）「日本トイザらス」はその後，2004年12月にジャスダック証券取引所に株式を上場して

いる。

２）金融・保険業への対内直接投資は，その後欧米親会社の経営戦略に基づいて見直しが

行われており，例えば，シティ・グループは2009年に入って日興コーディアル証券の

売却を発表している。

３）フォードは，2008年11月には経営危機対策としてマツダの株式33.4％のうち20％の売

却を発表した。

４）日経連［1999］はこうした事例を数多く紹介している興味深い調査である。
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５）日本企業の年俸制導入ブームと「成果主義賃金制度」志向の見直しについては，（財）

社会経済生産性本部の調査結果『日本的人事制度の現状と課題』（2006年）や高橋

[2004]，日経ビジネス「成果主義の逆襲」（2009年５月11日号）などを参照されたい。

Ⅲ．医薬品企業の事例から

（１）「新医薬品産業ビジョン」にみる経営のグローバリゼーション類型

「Ⅱ－（1）外資系企業のプレゼンス」で1990年代以降に急増している外

資系企業による対内直接投資を概観したとき，「価格破壊・低価格志向型」，

「規制緩和・新市場対応型」，「リストラ支援・グローバル戦略型」という３

つの類型で捉えることができることを指摘した。ここでは，さらに医薬品産

業という個別業界における経営のグローバリゼーションの動きに注目し，外

資貴企業のグローバル・ネットワークへの参画という選択肢を採った日本医

薬品企業のケースを検証して，リストラ支援型ではない「グローバル戦略型」

という類型，捉え方について若干の問題提起を試みたい。

厚生労働省は，2007年に「新医薬品産業ビジョン」を発表し，「グローバ

ル化の進展と本格的な国際競争｣1)に対する日本の医薬品産業の対応策，個

別医薬品企業の経営戦略についての見解を発表した。日本の医薬品の市場規

模が米国に次いで２位＝7.6兆円（2005年）でありながら，「図表Ⅳ－１ 外

資系医薬品企業のシェア推移」に示すように，外資系企業のシェアが漸増し

ており既に約３分の１を占めていること2)，日本の医薬品企業もＭ＆Ａや合

併などによって企業規模の拡大を図っているものの，最大手の武田薬品工業

が世界で16位，アステラス製薬が20位，第一三共が22位，エーザイが23位な

どの世界の医薬品企業の中で中下位を占めるに留まっていることなどか

ら3)，国際競争力のある医薬品産業・企業の経営の方向性について提言した

ものである。

「新医薬品産業ビジョン」の指し示す日本医薬品企業の採るべき方向性は

６つの類型である4)。即ち，「メガファーマ」「グローバルニッチファーマ」
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図表Ⅲ－１ 外資系医薬品企業のシェア推移

（出所） 厚生労働省「新医薬品産業ビジョン」2007年，資料編，ｐ.11より。

「グローバルカテゴリファーマ」「ベーシックドラッグファーマ」「ジェネリ

ックファーマ」「ＯＴＣファーマ」である。

「メガファーマ」とは，世界的に通用する医薬品を多く持ち，「世界市場

で一定の地位を獲得する総合的な新薬開発企業」であり，少なくとも日本の

医薬品企業の１～２社は「グローバルメガファーマ」の一角を目指すとして

いる。武田薬品工業，アステラス製薬，第一三共，エーザイなどの大手企業

が，グローバルな医薬品開発を図るとともに，合併やＭ＆Ａなどによって経

営規模の拡大を図る経営戦略を採った結果としてのグローバル化の途と考え

られよう。

「グローバルニッチファーマ」とは，比較的小規模企業であっても，「大

きな研究開発の成果を活かして成長していく」という戦略類型であり，「グ

ローバルカテゴリファーマ」は，研究開発投資を得意分野に絞り込むことで

「国際競争力の強化を図る」戦略類型である。
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一方で，グローバリゼーションの進展にも拘らず，ワクチン，血液製剤，

漢方薬などの「基礎的な医薬品，必須医薬品または伝統的な医薬品を効率的

かつ安定的に供給」する「ベーシックドラッグファーマ」といった医薬品企

業は今後も必要とされるとしている。

また，医療費の抑制が求められる中で注目されているジェネリック医薬品

（後発医薬品）のニーズは今後高まると考えられ，「優良な大手後発医薬品

企業」としての「ジェネリックファーマ」の成長も期待される。

加えて，国民の健康増進や疾病予防などを図るため，医療用医薬品の成分

を使った「スイッチＯＴＣ」を含む一般用医薬品（所謂，大衆薬）を扱う

「ＯＴＣファーマ」の成長も求められるところである5)。

経営のグローバリゼーションの進展の中においても，大衆薬を扱う「ＯＴ

Ｃファーマ」や医療費の抑制の役割を担う「ジェネリックファーマ」，基礎

的な医薬品や必須医薬品，伝統的医薬品を扱う「ベーシックドラッグファー

マ」はそれなりの存在意義を認められて存続していくとした上で，比較的経

営規模の大きな大手医薬品企業としては，経営のグローバリゼーションを図

ってそれぞれ「メガファーマ」「グローバルニッチファーマ」「グローバルカ

テゴリファーマ」という方向性を目指すべきという考え方である。

勿論，武田薬品工業，アステラス製薬，第一三共，エーザイなどの大手医

薬品企業は厚生労働省の「新医薬品産業ビジョン」で指摘されるまでもなく，

各社それぞれの経営戦略に基づいて，経営規模の拡大，研究開発拠点のグロー

バル展開，ジェネリック医薬品事業の拡大などを図っている。例えば，武田

薬品工業は9,300億円を投資して買収した米バイオベンチャー，ミレニアム・

ファーマシューティカルズ社の開発した新抗がん剤を日本市場に投入する計

画であり6)，アステラス製薬は米バイオベンチャーのＣＶセラピューティク

ス社へのＴＯＢを図り7)，第一三共は後発約市場への本格参入を図って印ラ

ンバクシー社の買収を4,900億円で実施し8)，エーザイは英国に研究開発か

ら生産，販売までを一貫して担当する拠点として「欧州ナレッジセンター」
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を開設している9)。

日本の医薬品企業における経営のグローバリゼーションが厚生労働省の描

いたような形で，あるいは各社の経営戦略通りに進展するかどうかは今後の

経過を注視しなければならないが，厚生労働省の「新医薬品産業ビジョン」

におけるグローバリゼーションの類型化から漏れた日本の医薬品企業が存在

する。欧米医薬品企業の傘下に入る途を選択した萬有製薬，エスエス製薬，

中外製薬などである。次にこれら企業のうち，大衆薬メーカーであるエスエ

ス製薬を除き，萬有製薬，中外製薬の２社を取り上げ，経営のグローバリゼー

ションへの対応のケースについて検証してみたい。

（２）萬有製薬と中外製薬における経営のグローバリゼーション

世界第２位（当時）の医薬品企業であるメルク社と日本の準大手医薬品企

業である萬有製薬は合弁企業「日本メルク萬有」（メルク社の出資比率50.05

％）の経営を通して30年近く提携関係にあったが，1982年にメルク社が萬有

製薬の発行済み株式の５％を取得した10)。

さらに翌1983年には，萬有製薬がメルク社に対する第三者割当増資と転換

社債の発行を実施することにより，メルク社が萬有製薬の株式の50.02％を

取得して子会社化すること，萬有製薬は758億円の資金を得て，研究開発や

生産設備の増強などに充てることで合意した。この意思決定の理由について，

岩垂・萬有製薬社長（当時）は「メルクが５％弱の資本参加をしてから間も

なく申し入れがあり……資本力を大きくして国際的な企業を目指した基盤づ

くりをすることが必要だと判断した。メルクが日本側の自主的な経営を認め

ると約束してくれたのも決断に至った理由のひとつ」と述べ，メルクのジョ

ン・ホラン会長（当時）は「日本は世界で２番目に大きな市場であり，今回

の投資は日本市場におけるメルクの地位を強化する……関係の緊密化などを

通じて，日本におけるメルク製品の販売を強化していく」とその狙いを明ら

かにしている11)。
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子会社化後も岩垂社長はそのまま萬有製薬社長の職に留まり，日本メルク

社および日本メルク萬有との経営統合が進められ，1992年にはメルク社は萬

有製薬を通してつくば市に世界で６番目の基礎研究所を開設している。この

際，来日したメルク社のロジェ・バジェロス会長（当時）は「企業買収より

提携の方がやりやすい。医薬品企業の買収は高くつくし，統合に時間がかか

りすぎる」と述べている12)。

メルク社の経営は「研究開発により新製品を市場に導入することによる企

業成長」という経営哲学に基づいているが，膨大な研究開発費の原資を確保

するために1950年代半ばから積極的に海外事業展開を図ってきており，1986

年時点での海外売上高比率は49％に達している13)。同社は新卒を積極的に採

用して長期の教育を行ない，内部昇進を専らとする人事慣行でも知られてお

り14)，こうした点は日本企業の経営システムに通じるところがあるものと考

えられる。加えて買収よりも提携を志向するトップ・マネジメントの方針が

萬有側のメルク・グループ入りを促進したものと考えられよう。

スイスの医薬品企業であるロシュ社は，第２次世界大戦以前から70年以上

に渡って日本で事業活動を行なってきたが（日本ロッシュ），2002年12月に

日本で10位の医薬品企業（当時）である中外製薬との戦略提携を発表し，

2003年10月には100％出資子会社（完全所有子会社）である日本ロッシュと

合併させて（存続会社は中外製薬），第三者割当増資や株式公開買い付け

（ＴＯＢ）を含め，中外製薬の発行済み株式の50.1％を取得した15)。

ここで注目されるのは，中外製薬はロッシュ社との「戦略的アライアンス」

に基づき，ロッシュ社の傘下入り後も独自の研究開発や医薬品の製造・販売

活動を継続するという枠組みであり，中外製薬の永山社長は社長職に留まり，

ロッシュ社からは取締役が４人派遣されるのみで，一定の経営の独立性を確

保している点である。中外製薬におけるトップ・マネジメントの独立性は，

2008年12月31日現在，ロッシュ社の出資比率が59.9％に上昇しているにも拘

らず，取締役14名中ロッシュ社からの派遣役員は５人に止まっており，永山
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氏も引き続き社長の職に就いていることからも窺うことができる16)。

ロッシュ社のフランツ・フーマー会長は「日本市場は重要だが他の主要国

とは異なる。日本で本当に成功するためには強力な提携先が必要だった」と

述べ，長期間に渡って日本市場で事業活動を営んできながら日本ロッシュが

日本では中堅以下の地位（30位前後）に止まっていた経緯を踏まえた日本市

場の特殊性への対応策であることを示唆している17)。

中外製薬は2000年における医薬品売上高1,812億円＝国内医薬品売上高９

位を，2005年には医薬品売上高3,145億円＝国内医薬品売上高５位に伸ばし

ており，フーマー会長の狙いは実現されたものと考えられよう。また，中外

製薬としても，こうした業績拡大に加えて，ロッシュ社と研究開発情報デー

タベースを共有化したため，新薬の開発期間の短縮や成功確率の向上などの

成果が上がったとしている。他社に比べて高かった売上高研究開発費比率も

20％超から10％台へ減少し，売上高営業利益率比率は10％台から20％超に上

昇している18)。

萬有製薬はメルク・グループ入り後，業績を伸ばしてきたが，2000年にお

ける医薬品売上高＝1,697億円（国内医薬品売上高10位）を2005年には医薬

品売上高＝1,853億円と伸ばしてはいるものの，ファイザー，三菱ウェルフ

ァーマ，大日本住友製薬などが合併により企業規模を拡大した結果，国内医

薬品売上高順位は13位に止まっている。この間，メルク社は2003年１月には

萬有製薬の100％出資子会社（完全所有子会社）化を発表し，株式公開買い

付けなどを通じて2004年３月までに全株式を取得している。デビット・アン

ティス・ヒューマンヘルスケア事業部門プレジデントは100％出資子会社

（完全所有子会社）化の狙いについて，「メルクが開発した新薬を効果的に

日本の患者に届け…万有が開発した製品を世界で販売すること」と述べ，ま

た，従来は相互に機密情報を公開できないなどの問題があったが，「今後は

万有の経営陣もメルクの意思決定にかかわれるようになり，事業展開のス

ピードが高まる」としている19)。
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［注］

１）厚生労働省「新医薬品産業ビジョン」，2007年，p.12。なお，厚生労働省「新医薬品ビ

ジョン」や萬有製薬のケースについては，長崎大学大学院経済学研究科博士後期課程

宮崎勝年の博士論文指導の中で着眼したものである。

２）同上，p.24参照。

３）同上，p.27参照。

４）同上，pp.36－37参照。なお，「新医薬品産業ビジョン」では「５つのタイプ」を挙げ

るとして，「メガファーマ」「スペシャリティファーマ」「ベーシックドラッグファーマ」

「ジェネリックファーマ」「ＯＴＣファーマ」の５つを示しているが，このうち「スペ

シャリティファーマ」は「グローバルニッチファーマ」「グローバルカテゴリファーマ」

に分かれているため，実質的には６類型を提言しているものとみなした。「新医薬品産

業ビジョン」が６類型を提言しているという理解は，例えば，厚生労働省医政局経済

課の監修『創薬の未来』じほう，2007年，39ページ図などにもみられる。

５）厚生労働省「新医薬品産業ビジョン」，p.36参照。なお，ＯＴＣとは，Over The Coun-

terの略称で，ドラッグストアなどのカウンター越しに買える大衆薬を指す。

６）日本経済新聞，2009年３月27日ほか。

７）日本経済新聞，2009年２月28日ほか。

８）日本経済新聞，2008年６月18日ほか。

９）日本経済新聞，2009年６月27日ほか。

10）日本経済新聞，1983年８月５日。

11）日本経済新聞，1983年８月４日。

12）日本経済新聞，1985年７月１日，1992年６月28日ほか。

13）上野［1988］，p.134，p.138，p.140参照。

14）同上，p.146参照。

15）中外製薬「有価証券報告書」2008年12月31日，日本経済新聞，2001年12月11日，「日経

ビジネス」2002年２月４日号ほか。

16）中外製薬「有価証券報告書」2008年12月31日，日本経済新聞，2001年12月11日。

17）日本経済新聞，2002年５月６日ほか。

18）「企業レポート 中外製薬」，『週刊ダイヤモンド』，2006年５月13日号，p.84-87。

19）日本経済新聞，2003年１月10日，日経産業新聞，2003年１月14日，2004年３月31日ほ

か。
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おわりに

厚生労働省が上述のように「新医薬品産業ビジョン」という形で，日本の

医薬品企業における経営のグローバリゼーションの進展と本格的な国際競争

に対する対応策として個別医薬品企業の経営戦略についての見解を示した背

景には，薬価基準引き下げに伴う医療費の抑制，ゲノム（全遺伝子情報）創

薬に進展による研究開発費の負担増がある。高い薬価基準に守れられて数多

くの企業が依存できた特殊な市場としての日本医薬品市場が終焉を迎え，世

界で第２位という日本市場の魅力に改めて経営戦略を見直し始めた外資系医

薬品企業との競合の激化，研究開発費の高騰という経営環境下にあって，日

本医薬品企業はどのような経営戦略を選択し得るのであろうか。

第一の選択肢は，厚生労働省「新医薬品産業ビジョン」が描く「メガファー

マ」を目指す途であって，世界的に通用する医薬品を多く持ち，グローバル

市場で一定の地位を獲得する総合的な新薬開発企業を目指すものであり，既

に日本医薬品企業首位の武田薬品工業を追って山之内製薬と藤沢薬品工業が

合併してアステラス製薬となり，三共と第一製薬が合併して第一三共が生ま

れており，これにエーザイなどを加えた大手医薬品企業が，合併やＭ＆Ａな

どを含めた海外進出によって，海外売上高比率の上昇，新規医薬品の開発，

ジェネリック医薬品市場（後発医薬品市場）への参入・強化を競っている。

この類型は，自力で経営規模の拡大を図る経営戦略を採る形での経営のグ

ローバリゼーションへの選択肢＝「自立的グローバル事業展開型」と考える

ことができよう。

第二の選択肢は，厚生労働省「新医薬品産業ビジョン」が描く「グローバ

ルニッチファーマ」や「グローバルカテゴリファーマ」などニッチ市場での

成功を目指す途であって，比較的小規模企業であっても研究開発の成果を活

かして成長していくという戦略類型および，研究開発投資を得意分野に絞り

込むことで国際競争力の強化を図るあり戦略類型であり，多くの日本医薬品
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企業はこの形を経営のグローバリゼーションへの選択肢＝「グローバル・ニ

ッチ型」としているものと考えられる。

第三の選択肢が厚生労働省がそのビジョンには描かなかったものであっ

て，外資系医薬企業と提携し，そのグローバルな事業経営に参画してその一

角を占めることで経営のグローバリゼーションを目指す途＝「戦略提携・参

画型」で，現実の例としては上述のメルク社と提携を結んで最終的にはその

100％出資子会社（完全所有子会社）となった萬有製薬のケースであり，ロ

ッシュ社と「戦略的アライアンス」を結んで同社の子会社となった中外製薬

のケースである。

戦略提携という用語は出資を伴わない契約型共同事業に限定して使われる

場合もあるが1)，ここでは出資を伴う事業提携を含めて使用する。竹田

［1992］によれば，「米国多国籍企業の大部分は70年代前半には『最終のゴー

ル』としての全世界的生産・販売網を完全所有子会社によってほぼ完成して」

おり，それとの補完的関係において提携の「戦略性」が生じているが2)，メ

ルク＝萬有製薬のケースでも，ロッシュ＝中外製薬の場合においても，メル

ク社，ロッシュ社ともに自らの日本法人を萬有製薬，中外製薬と合併・事業

統合させており，「最終のゴール」としての全世界的生産・販売網＝100％出

資子会社（完全所有子会社）網の再編と結び付けている点に注目する必要が

ある。

また，萬有製薬，中外製薬ともに特に経営危機に陥った状況で救済主を求

めて戦略提携を選択したわけではなく，その点で経営危機に追い込まれてか

ら外資系企業との戦略提携を選択したマツダや日産のケースとは異なり，自

社の置かれた経営環境から判断して外資系企業のグローバル・ネットワーク

に参画している点も特徴的である。

一握りの大手医薬品企業を除いて，多くの日本医薬品企業にとって，自ら

が自立的な主体となって医薬品のグローバルな事業展開を図ることは事実上

極めて実現可能性が低いものと考えられる。また，得意分野に特化した上で
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グローバル市場に通用する「グローバル・ニッチ」企業となる途も，研究開

発面でもその資金調達面からみても決して簡単なものではない。

特に，中外製薬のケースはロッシュ社の傘下入り後も独自の研究開発や医

薬品の製造・販売活動を継続するという枠組みであり，ロッシュ社からは取

締役が４人派遣されているのみで，一定の経営の独立性を確保できる点は日

本医薬品企業のトップ・マネジメントにとっても魅力的な選択肢と言えるで

あろう。

従来，日本企業が「グローバリゼーションへの対応」「経営のグローバリ

ゼーション」と言うとき，ともすれば自社が主導権を握った形でのグローバ

ル事業展開を想定してきた嫌いがあるが，この第三の選択肢＝「戦略提携・

参画型」は外資系企業のグローバル事業戦略の中に参画し，そのグローバル

な事業展開の一角を占めるという形で経営のグローバリゼーションへの対応

を行なうという選択肢も存在することを意味している。このことは日本企業

と外資系企業との戦略提携を増やし，日本企業をめぐる外資系企業によるＭ

＆Ａを盛んにし，対内直接投資を増加させる可能性がある。

また，メルク＝萬有製薬とロッシュ＝中外製薬のケースではいずれも外資

系のグローバル企業側が日本企業の株式の50％以上を取得して子会社してい

るが，三菱レイヨンは低収益の合繊事業を縮小して高機能素材への事業転換

を図るべく，2009年５月に英国化学企業＝ルーサイト・インターナショナル

を約16億ドルで買収した上で，三菱ケミカルホールディングスの100％出資

子会社（完全所有子会社）としてその傘下に入る交渉を開始している3)。相

手企業のグローバル事業戦略の中に参画し，そのグローバルな事業展開の一

角を占めるという形で経営のグローバリゼーションへの対応を行なう途は，

提携相手を外資系企業に限定するものではなく，日本のグローバル企業を提

携対象にも選択し得る訳である。

その意味では，今後，日本企業の経営のグローバリゼーションの選択肢と

してこうした「戦略提携・参画型」に注目していく必要があるのではないか
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と考える。

［注］

１）例えば，藤沢［2000］など。同書 p.121ほかを参照されたい。

２）竹田［1992］を参照。同書 p.71ほか。

３）日本経済新聞，2009年８月10日，2009年８月11日ほか。
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